
 

 

 

 

 今
度
こ
そ 

消
費
税
増
税
撤
回
・中
止
の 

意
見
書
採
択
を 

吹
田
民
主
商
工
会
は
9
月
11
日
、
吹
田
市
議
会
に
29
団
体
1
事

業
所
の
「
消
費
税
増
税
の
撤

回
を
求
め
る
意
見
書
提
出
を

求
め
る
要
望
」
を
提
出
し
ま

し
た
。
提
出
後
、
役
員
・
事

務
局
9

名
で
各
会
派
に
要

請
行
動
も
行
な
い
ま
し
た
。

先
週
の
「
い
ん
ふ
ぉ
め
～
し

ょ
ん
」
で
紹
介
し
た
ア
ン
ケ

ー
ト
結
果
を
見
せ
、
中
小
業

者
の
厳
し
い
現
状
を
伝
え
、

「
ぜ
ひ
協
力
を
」
と
訴
え
ま

し
た
。 

 

今
回
提
出
し
た
団
体
署
名

は
7
月
か
ら
労
働
組
合
・
住

民
団
体
・
商
業
団
体
を
三
役

会
と
支
部
役
員
会
が
訪
問
し

て
賛
同
を
集
め
て
い
ま
し
た
。

昨
年
以
上
の
団
体
か
ら
ご
協

力
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。 

 

賛
同
い
た
だ
い
た
団
体
（順
不
同
） 

日
の
出
商
店
会 

 

関
大
前
商
店
会 

吹
田
商
業
振
興
協
同
組
合 

 

大
阪
府
製
麺
組
合
吹
田
支
部 

吹
田
市
造
園
協
同
組
合 

 

豊
津
フ
ァ
ミ
リ
ー
シ
ョ
ッ
プ
協
同
組
合 

大
阪
府
中
小
建
設
業
協
同
組
合
北
大
阪
支
部 

大
阪
府
食
肉
協
同
組
合
吹
田
支
部 

 

竹
見
台
マ
ー
ケ
ッ
ト 

古
江
台
商
店
会 

 

佐
竹
台
商
店
街 

 

Ｂ
１
高
野
台
商
店
会 

吹
田
市
労
働
組
合
連
合
会 

 

吹
田
市
職
員
労
働
組
合 

全
日
本
年
金
者
組
合
大
阪
府
本
部
吹
田
支
部 

吹
田
労
働
組
合
総
連
合 

 

ユ
ニ
オ
ン
す
い
た 

あ
い
か
わ
労
働
組
合 

 

健
康
友
の
会
あ
い
か
わ 

こ
ば
と
保
育
園
分
会 
 

吹
田
母
親
大
会
連
絡
会 

医
療
法
人 

共
愛
会 

 

新
日
本
婦
人
の
会
吹
田
支
部 

吹
田
生
活
と
健
康
を
守
る
会 

 

吹
田
社
会
保
障
推
進
協
議
会 

日
本
国
民
救
援
会
大
阪
府
本
部
吹
田
支
部 

吹
田
市
障
害
児
者
を
守
る
連
絡
協
議
会 

今
回
、
吹
田
民
商
が
上
記
の
各
団
体
の
賛
同
を
得
て
、
提
案
し
た

意
見
書
案
の
全
文
で
す
。 

 

消
費
税
増
税
撤
回
・ 

10
％
へ
の
引
上
げ
に
反
対
す
る
意
見
書
（
案
） 

政
府
は
4 

月
1 

日
、
消
費
税
率
を
8
％
へ
引
き
上
げ
ま
し
た
。

長
引
く
不
況
に
加
え
、
多
く
の
市
民
は
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
の
恩
恵

は
届
か
ず
、
物
価
上
昇
、
収
入
減
、
社
会
保
障
削
減
の
三
重
苦
を
強

い
ら
れ
て
い
ま
す
。
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
の
倒
産
・
廃
業

も
あ
と
を
た
ち
ま
せ
ん
。
税
収
は
増
え
る
ど
こ
ろ
か
落
ち
込
み
が
必

至
で
、
景
気
回
復
へ
の
願
い
は
む
な
し
く
、
国
家
財
政
も
危
機
を
免

れ
ま
せ
ん
。 

地
域
経
済
を
根
本
か
ら
壊
す
大
増
税
・
負
担
増
を
到
底
認
め
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。 

こ
の
吹
田
市
で
も
、
経
済
が
疲
弊
し
、
失
業
率
は
改
善
さ
れ
ず
、

中
小
企
業
の
倒
産
廃
業
に
歯
止
め
が
か
か
っ
て
い
ま
せ
ん
。
こ
の
よ

う
な
状
況
に
の
し
か
か
る
消
費
税
増
税
と
社
会
保
障
の
負
担
増
に
よ

り
、
地
域
経
済
は
破
壊
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。 

自
治
体
財
政
に
も
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。
地
方
消
費
税
交

付
金
や
手
数
料
な
ど
の
増
収
を
見
込
ん
で
も
、
各
種
事
務
費
や
建
設

事
業
費
の
負
担
が
増
え
、
そ
の
分
は
す
べ
て
市
民
の
負
担
と
な
り
ま

す
。 政

府
は
莫
大
な
税
金
を
つ
ぎ
込
み
、
「
消
費
税
は
社
会
保
障
財
源

に
充
て
る
」
と
大
宣
伝
を
行
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ
な
ら
ば
ど
う
し

て
年
金
制
度
改
悪
・
医
療
費
負
担
増
な
ど
、
社
会
保
障
負
担
が
増
え

制
度
が
改
悪
さ
れ
る
一
方
な
の
で
し
ょ
う
か
。
そ
も
そ
も
消
費
税
は
、

低
所
得
者
ほ
ど
負
担
が
重
い
、
弱
い
も
の
い
じ
め
の
税
金
で
、
社
会

保
障
財
源
と
し
て
は
ふ
さ
わ
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。
財
政
再
建
の
た
め

と
い
う
な
ら
、
い
ま
で
も
大
変
な
国
民
へ
の
負
担
増
で
は
根
本
的
な

解
決
に
は
な
り
ま
せ
ん
。
税
金
の
使
い
方
を
国
民
の
暮
ら
し
・
福
祉

優
先
に
切
り
替
え
、
法
人
税
率
の
見
直
し
や
大
企
業
・
大
資
産
家
に

応
分
の
負
担
を
求
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。 

今
、
政
府
が
や
る
べ
き
は
増
税
法
附
則
第
18 

条
3
項
に
基
づ
き
、

消
費
税
増
税
を
中
止
す
る
こ
と
で
す
。
ま
た
、
政
府
は
年
内
に
も

10
％
へ
の
増
税
を
決
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
が
と
ん
で
も
あ
り
ま

せ
ん
。 

よ
っ
て
、
国
に
対
し
、
増
税
の
撤
回
と
再
増
税
の
中
止
を
強
く
求

め
ま
す
。 

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
し
ま

す
。 


